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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動機構を駆動する電動機の電動機位置を検出する位置検出部と、
　前記電動機位置を入力して前記電動機の第１電動機速度を演算する速度演算部と、
　位置指令と前記電動機位置との差を入力し第１速度指令を出力する位置制御部と、
　前記第１速度指令と第２電動機速度との差を入力し第１トルク指令又は第１推力指令を
出力する速度制御部と、
　前記第１電動機速度に対して位相を進めた前記第２電動機速度を出力する第１位相補償
部と、
　前記駆動機構の機械共振を抑制するように設定した、剛体ノミナルモデルの周波数特性
のゲインの変化率を変更可能な共振抑制ノミナルモデルの逆システムである共振抑制モデ
ルを有する外乱オブザーバを備え、前記外乱オブザーバを用いて推定した外乱トルク又は
外乱推力に基づく第２トルク指令又は第２推力指令を出力する慣性変動抑制部と、
　前記第２トルク指令又は前記第２推力指令を入力し、前記電動機のトルク又は推力を制
御するトルク制御部又は推力制御部と、を備えた
ことを特徴とする電動機制御装置。
【請求項２】
　前記慣性変動抑制部は、
　前記外乱トルク又は外乱推力を、前記第１トルク指令又は前記第１推力指令に加算して
前記第２トルク指令又は前記第２推力指令を出力する
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ことを特徴とする請求項１記載の電動機制御装置。
【請求項３】
　前記共振抑制ノミナルモデルは、
　複数の周波数設定値で決定される複数の時定数を有する周波数特性制御器を有する
ことを特徴とする請求項１又は２記載の電動機制御装置。
【請求項４】
　前記周波数特性制御器の前記複数の時定数は、
　前記共振抑制ノミナルモデルが、前記電動機及び前記駆動機構の機械共振特性に対して
全ての周波数帯域で周波数特性上のゲイン余裕及び位相余裕の少なくともいずれか一方を
維持可能に制御するよう設定される
ことを特徴とする請求項３記載の電動機制御装置。
【請求項５】
　前記外乱オブザーバにおける前記共振抑制モデルは、
　前記慣性変動抑制部、前記トルク制御部又は前記推力制御部、前記電動機、及び前記駆
動機構を含む外乱抑圧制御系ループにおける一巡伝達特性が、低周波数帯域で位相を－１
８０度でゲインを１未満に、高周波数帯域でゲイン１以上の周波数領域では位相を－１８
０度以外に維持可能に制御するよう前記複数の時定数を設定した、前記周波数特性制御器
の逆システムを有し、
　前記第１電動機速度を前記周波数特性制御器の逆システムに通した値に、前記電動機の
慣性モーメント又は慣性質量を乗算して更に微分する
ことを特徴とする請求項３又は４記載の電動機制御装置。
【請求項６】
　前記外乱オブザーバは、
　前記第２トルク指令又は前記第２推力指令と、
　前記第１電動機速度に基づいて前記共振抑制モデルを用いて算出した理想電動機の加減
速トルク信号又は理想電動機の加減速推力信号と、を減算して前記外乱トルク又は前記外
乱推力を出力する
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の電動機制御装置。
【請求項７】
　前記外乱オブザーバは、
　前記トルク制御部又は前記推力制御部における電流制御ループを模擬した電流ループモ
デルを更に有し、
　前記第２トルク指令又は前記第２推力指令を前記電流ループモデルに通した値と、
　前記第１電動機速度に基づいて前記共振抑制モデルを用いて算出した理想電動機の加減
速トルク信号又は理想電動機の加減速推力信号と、を減算して前記外乱トルク又は前記外
乱推力を出力する
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の電動機制御装置。
【請求項８】
　前記外乱オブザーバは、
　前記トルク制御部又は前記推力制御部における電流制御ループの逆モデルである電流ル
ープ逆モデルを更に有し、
　前記第２トルク指令又は前記第２推力指令と、
　前記第１電動機速度に基づいて前記共振抑制モデルを用いて算出した理想電動機の加減
速トルク信号又は理想電動機の加減速推力信号を前記電流ループ逆モデルに通した値と、
を減算して前記外乱トルク又は前記外乱推力を出力する
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の電動機制御装置。
【請求項９】
　前記電動機制御装置は、
　前記速度制御部における速度ループゲインを独立変数とする多項式で計算した遮断周波
数を設定した第２低域通過フィルタを有し、前記第１速度指令を入力し前記第２低域通過
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フィルタに基づいて位相を進めた第２速度指令を出力する第２位相補償部を更に備え、
　前記速度制御部は、前記第２速度指令と前記第２電動機速度との差を前記第１速度指令
の代わりに入力し前記第１トルク指令又は前記第１推力指令を出力する
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の電動機制御装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　開示の実施形態は、電動機を制御する電動機制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、交流電動機の制御装置、つまり交流モータのサーボコントローラの概略的な
構成としては、位置制御系のフィードバックループと、速度制御系のフィードバックルー
プの２重ループと、ＰＷＭによる電力変換とｄｑ座標変換などを含めた電流フィードバッ
クループを加えた３重ループによる構成となっている。なお、電流制御系の場合、電流に
比例して電動機のトルクが発生するので、速度制御系のトルク指令を電流制御系に入力す
る。
【０００３】
　このような制御系では、あらかじめ構成が既知である特定の駆動機構に対応させて手作
業でゲインや時定数等の各種パラメータを厳密に調整する必要がある。また、駆動機構の
構成や利用方法によっては、その作動中において慣性モーメント比及び慣性モデルが変動
する場合があり、パラメータ調整はそのような変動にも広く対応できるよう行う必要があ
る。従来では、以上のように非常に複雑で煩雑なパラメータ調整が、電動機制御システム
を利用する上での大きな障害となっていた。これに対して近年では、当該電動機の回転子
と負荷機構との慣性モーメント比が未知又は変動する場合に対しても、オートチューニン
グによる慣性モーメント比の同定を行うことなく制御系の応答を一定に保つことができる
「外乱抑圧制御」が提案・研究されてきた。一般にパラメータ変動にたいして制御系の応
答特性の変動が少ないことを「ロバスト性が高い」あるいは「制御系がロバストである」
と表現する。この外乱抑圧制御系は、第１のトルク指令と電動機の実検出速度から外乱ト
ルクを推定し、これを第１のトルク指令に加算して電流制御系に入力する第２のトルク指
令とする慣性変動抑制部で構成される。
【０００４】
　そして特許文献１では、さらに大きな慣性モーメント比に対してもロバスト性を向上さ
せるために、初期の速度指令を入力し位相を進めた新たな速度指令を出力する第１の位相
補償部や、電動機の検出速度とトルク指令を入力し、位相を進めた新たな速度指令を偏差
対象指令として出力する第２の位相補償部を設けた技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】再公表特許ＷＯ２００５／０９３９３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一方、電動機が駆動する駆動機構には、機械共振特性が含まれる。場合によってはこの
機械共振により生じた振動が発振して電動機が駆動不能となる。機械共振特性は複数のマ
スとバネでモデル化した多慣性系でモデル化できる。多慣性モデルはそれぞれ異なる周波
数の機械共振が発生する。上記従来技術は、このような機械共振に起因する振動を有する
駆動機構を駆動する場合に改善の余地があった。
【０００７】
　すなわち、どのような構成の駆動機構を駆動する電動機に対しても煩雑なパラメータ調
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整を行う必要なく、慣性モーメント変動や機械共振特性に対してロバスト性の高い制御が
可能な電動機制御装置が要望されていた。
【０００８】
　本発明はこのような問題点に鑑みてなされたものであり、駆動機構における慣性モーメ
ント又は慣性質量、及び多慣性モデルのいずれも未知もしくは変動し得る場合でも、各種
パラメータを調整することなくロバスト性の高い電動機の駆動制御が可能な電動機制御装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するため、本発明の一の観点によれば、駆動機構を駆動する電動機の電
動機位置を検出する位置検出部と、前記電動機位置を入力して前記電動機の第１電動機速
度を演算する速度演算部と、位置指令と前記電動機位置との差を入力し第１速度指令を出
力する位置制御部と、前記第１速度指令と第２電動機速度との差を入力し第１トルク指令
又は第１推力指令を出力する速度制御部と、前記第１電動機速度に対して位相を進めた前
記第２電動機速度を出力する第１位相補償部と、前記駆動機構の機械共振を抑制するよう
に設定した、剛体ノミナルモデルの周波数特性のゲインの変化率を変更可能な共振抑制ノ
ミナルモデルの逆システムである共振抑制モデルを有する外乱オブザーバを備え、前記外
乱オブザーバを用いて推定した外乱トルク又は外乱推力に基づく第２トルク指令又は第２
推力指令を出力する慣性変動抑制部と、前記第２トルク指令又は前記第２推力指令を入力
し、前記電動機のトルク又は推力を制御するトルク制御部又は推力制御部と、を備えた電
動機制御装置が提供される。
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、駆動機構における慣性モーメント又は慣性質量、及び多慣性モデルの
いずれも未知もしくは変動し得る場合でも、各種パラメータを調整することなくロバスト
性の高い電動機の駆動制御が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施形態に係る電動機制御装置の構成を伝達関数形式で示したブロック線図であ
る。
【図２】第１外乱オブザーバの詳細な構成を示すブロック線図である。
【図３】外乱抑圧制御系ループをフィードバック制御系モデルで示した図である。
【図４】第１位相補償部の詳細な構成を示すブロック線図である。
【図５】剛体モデル、２慣性モデル、及び３慣性モデルのそれぞれの慣性モデルのモデル
図と具体的な構成例を表す図である。
【図６】第１外乱オブザーバの共振抑制ノミナルモデルと、駆動機構の機械共振との関係
の一例を示す周波数特性図である。
【図７】外乱抑圧制御のフィードバック制御の概念の比較例を表す図である。
【図８】共振抑制ノミナルモデルを理想的に変形した場合の外乱抑制制御のフィードバッ
ク制御の概念を表す図である。
【図９】２慣性モデルに実施形態の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図である
。
【図１０】図９中の基準座標近傍の拡大図である。
【図１１】３慣性モデルに実施形態の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図であ
る。
【図１２】図１１中の基準座標近傍の拡大図である。
【図１３】４慣性モデルに実施形態の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図であ
る。
【図１４】図１３中の基準座標近傍の拡大図である。
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【図１５】２慣性モデルに従来の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図である。
【図１６】図１５中の基準座標近傍の拡大図である。
【図１７】３慣性モデルに従来の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図である。
【図１８】図１７中の基準座標近傍の拡大図である。
【図１９】４慣性モデルに従来の外乱抑圧制御を適用した場合のナイキスト線図である。
【図２０】図１９中の基準座標近傍の拡大図である。
【図２１】２慣性モデルで従来比較例のシミュレーション結果を示す図である。
【図２２】２慣性モデルで実施形態のシミュレーション結果を示す図である。
【図２３】３慣性モデルで従来比較例のシミュレーション結果を示す図である。
【図２４】３慣性モデルで実施形態のシミュレーション結果を示す図である。
【図２５】４慣性モデルで従来比較例のシミュレーション結果を示す図である。
【図２６】４慣性モデルで実施形態のシミュレーション結果を示す図である。
【図２７】０倍の慣性モーメント比で従来比較例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図２８】０倍の慣性モーメント比で実施形態のシミュレーション結果を示す図である。
【図２９】３０倍の慣性モーメント比で従来比較例のシミュレーション結果を示す図であ
る。
【図３０】３０倍の慣性モーメント比で実施形態のシミュレーション結果を示す図である
。
【図３１】３０倍の慣性モーメント比で標準Ｐ－ＰＩ制御のシミュレーション結果を示す
図である。
【図３２】３０倍の慣性モーメント比で実施形態のシミュレーション結果を示す図である
。
【図３３】第２位相補償部を設けた第１変形例の電動機制御装置の構成を伝達関数形式で
示したブロック線図である。
【図３４】第２位相補償部の詳細な構成を示すブロック線図である。
【図３５】２慣性モデルで第１変形例のシミュレーション結果を示す図である。
【図３６】３慣性モデルで第１変形例のシミュレーション結果を示す図である。
【図３７】４慣性モデルで第１変形例のシミュレーション結果を示す図である。
【図３８】２倍の慣性モーメント比で従来比較例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図３９】２倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図４０】３．５倍の慣性モーメント比で従来比較例のシミュレーション結果を示す図で
ある。
【図４１】３．５倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図で
ある。
【図４２】５倍の慣性モーメント比で従来比較例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図４３】５倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図４４】第２変形例が備える第２外乱オブザーバの詳細な構成を示すブロック線図であ
る。
【図４５】２慣性モデルで第２変形例のシミュレーション結果を示した図である。
【図４６】３慣性モデルで第２変形例のシミュレーション結果を示した図である。
【図４７】４慣性モデルで第２変形例のシミュレーション結果を示した図である。
【図４８】０倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図である
。
【図４９】０倍の慣性モーメント比で第２変形例のシミュレーション結果を示す図である
。
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【図５０】３０倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図であ
る。
【図５１】３０倍の慣性モーメント比で第２変形例のシミュレーション結果を示す図であ
る。
【図５２】３５倍の慣性モーメント比で第１変形例のシミュレーション結果を示す図であ
る。
【図５３】３５倍の慣性モーメント比で第２変形例のシミュレーション結果を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、一実施形態を図面を参照しつつ説明する。
【００１３】
　図１に示す本実施形態の電動機制御装置は、特に図示しない上位制御装置から入力され
る位置指令に基づいて、電動機の回転位置（以下、電動機位置という）を制御する。なお
、以下における図示及び説明は、全て伝達関数形式での説明とする。また、本実施形態の
例では、電動機が回転型モータである場合を説明する。
【００１４】
＜電動制御装置の概略構成＞
　図１において、本実施形態の電動機制御装置１００は、位置制御部１と、速度制御部２
と、慣性変動抑制部３と、第１電流制御部４と、位置検出部５と、速度演算部６と、第１
位相補償部７とを有している。
【００１５】
　位置制御部１は、減算器８を介して入力された、上記位置指令と後述の位置検出部５が
検出した電動機２００の電動機位置との間の位置偏差に基づき、この位置偏差を少なくす
るように速度指令を出力する。
【００１６】
　速度制御部２は、減算器９を介して入力された、上記位置制御部１からの速度指令と後
述の第１位相補償部７から位相補償された第２電動機速度との間の速度偏差に基づき、こ
の速度偏差を少なくするように第１トルク指令を出力する。
【００１７】
　慣性変動抑制部３は、後述の速度演算部６が出力した電動機２００の回転速度（以下、
第１電動機速度という）と上記速度制御部２からの第２トルク指令に基づいて外乱トルク
の推定値を演算する第１外乱オブザーバ３１と、その出力の高調波雑音を除去する低域通
過フィルタ３２と、その出力に所定のゲインを掛けて推定外乱トルクの補正量を出力する
ゲイン乗算器３３と、この推定外乱トルクの補正量を第１トルク指令に加算して上記第２
トルク指令として出力する加算器３４とを備えている。
【００１８】
　第１電流制御部４は、上記慣性変動抑制部３からの第２トルク指令に基づき、例えばＰ
ＷＭ制御による駆動電流を電動機２００に出力する。
【００１９】
　電動機２００は、第１電流制御部４からの駆動電流によりトルクを発生し、減速機等の
駆動部３００を介して負荷機械４００を駆動する。本実施形態では、電動機２００の駆動
対象であるこれら駆動部３００と負荷機械４００とを合わせた機械全体を駆動機構５００
という。
【００２０】
　位置検出部５は、例えば電動機２００の回転子に機械的に連結されたロータリエンコー
ダで構成されている。この位置検出部５は、電動機２００の回転位置に相当する電動機位
置を検出する。
【００２１】
　速度演算部６は、位置検出部５が検出した電動機２００の電動機位置の変化に基づいて
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、電動機２００の第１電動機速度を演算する。具体的に、この速度演算部６には微分器を
用いればよい。
【００２２】
　第１位相補償部７は、速度演算部６が出力した電動機２００の第１電動機速度と、速度
制御部２が出力した第１トルク指令とに基づいて、第１電動機速度に対して位相を進める
よう位相補償した新たな第２電動機速度を出力する。
【００２３】
　以上の構成の本実施形態の電動機制御装置１００は、位置制御系のフィードバックルー
プと、速度制御系のフィードバックループと、電流制御系のフィードバックループの３重
ループ構成となっている。つまり、図示しない上位制御装置から位置指令が入力されてか
ら、位置制御部１、速度制御部２、第１電流制御部４、電動機２００、位置検出部５の順
で、制御信号及び検出信号が伝達されてフィードバックを行う位置制御系のフィードバッ
クループ（以下、位置制御系ループという）を備えている。また、速度制御部２、慣性変
動抑制部３、第１電流制御部４、電動機２００、位置検出部５、速度演算部６、第１位相
補償部７の順で、制御信号及び検出信号が伝達されてフィードバックする速度制御系のフ
ィードバックループ（以下、速度制御系ループという）も備えている。
【００２４】
　このうち速度制御系ループにおいては、上記の慣性変動抑制部３が、駆動機構５００を
介して電動機２００に付加される外乱の影響を低減するようトルク指令を調整する。これ
により、駆動機構５００の慣性モーメント比が未知である場合や変動する場合に対しても
、電動機２００の応答特性におけるロバスト性を確保できる。
【００２５】
＜第１外乱オブザーバの構成＞
　図２において、第１外乱オブザーバ３１は、電流ループモデル４１と、共振抑制モデル
４３と、等価低域通過フィルタ４２ａ，ｂ（図中では等価ＬＰＦと略記）とを有している
。また図中では、第１外乱オブザーバ３１の出力の高調波雑音を除去する低域通過フィル
タ３２と、低域通過フィルタ３２の出力に所定のゲインを掛けて推定外乱トルクの補正量
を出力するゲイン乗算器３３も併せて図示している。
【００２６】
　ここで、上記第１外乱オブザーバ３１が有する構成要素のそれぞれの位置付けについて
、図３を参照しつつ説明する。図３は、図１における慣性変動抑制部３（図２における第
１外乱オブザーバ３１を含む）、第１電流制御部４、電動機２００、及び駆動機構５００
（駆動部３００と負荷４００）を含む外乱抑圧制御系のフィードバックループをブロック
線図を用いて示した図である。制御対象Ｐ（ｓ）（電動機２００及び駆動機構５００に相
当）は、機械共振系Ｒ（ｓ）と、機械剛体系Ｐｒ（ｓ）との積で表される。このうち、機
械剛体系Ｐｒ（ｓ）は、電動機慣性モーメントＪｍ、負荷慣性モーメントＪＬ、積分要素
１／ｓとした場合にＰｒ（ｓ）＝１／（Ｊｍ＋ＪＬ）ｓとなる。
【００２７】
　また、本実施形態における第１外乱オブザーバ３１は、電流ループモデルＰｉｍ（ｓ）
と、共振抑制モデルＰｎ

－１（ｓ）と、等価低域通過フィルタ４２ａ，４２ｂ（図２中の
等価ＬＰＦ、図３中では省略）とを有している。なお、電流ループモデルＰｉｍ（ｓ）は
、図１における第１電流制御部４（Ｐｉ（ｓ））と同等のモデルとなるように設計してお
り、Ｐｉ（ｓ）＝Ｐｉｍ（ｓ）である。
【００２８】
　ここで一般的に外乱オブザーバを設計する場合、ノミナルモデル（規範モデル）を規定
した後でノミナルモデルの逆システムを決定し、外乱オブザーバがそのノミナルモデルの
逆システムを備えるようにする。逆システムとは、例えばシステムＧ（ｓ）に対して、Ｇ
（ｓ）・Ｇ－１（ｓ）＝１を満たすＧ－１（ｓ）が逆システムに相当する。また、ノミナ
ルモデル（規範モデル）とは、電動機を含む駆動機構である制御対象を理想化したモデル
（伝達関数などの数式）で定義される。本実施形態では、制御対象ノミナルモデルができ
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るだけ単純なモデルであることを重視して、機械の剛体部分と電動機に相当する機械剛体
系を１／Ｊｓに規定する。
【００２９】
　そして本実施形態では、上記制御対象ノミナルモデルの具体的なモデルとして共振抑制
ノミナルモデルＰｎ（ｓ）を提案する。この共振抑制ノミナルモデルＰｎ（ｓ）は、特に
図示しないが、本実施形態の例では周波数特性制御器（１＋Ｔ１ｓ）／（１＋Ｔ２ｓ）と
、制御対象の機械剛体系モデル１／Ｊ０ｓとの積で構成する（共振抑制ノミナルモデルに
ついては後に詳述する）。この制御対象の機械剛体系モデル１／Ｊ０ｓは、制御対象の機
械剛体系と必ずしも一致するものではない。なお、制御対象の機械剛体系モデル１／Ｊ０

ｓにおいては、例えば、慣性モーメントＪ０を電動機単体の慣性モーメントＪｍとすれば
よい（Ｊ０＝Ｊｍ）。
【００３０】
　そして本実施形態の第１外乱オブザーバ３１が備える共振モデルＰｎ

－１（ｓ）は、上
記の共振抑制ノミナルモデルＰｎ（ｓ）の逆システムであり、上記周波数特性制御器の逆
システム（１＋Ｔ２ｓ）／（１＋Ｔ１ｓ）と、上記制御対象の機械剛体系モデルの逆シス
テムＪ０ｓを積算している。
【００３１】
　図３におけるフィードバック制御系（外乱抑圧制御系ループ）の一巡伝達関数ＧＬｏｏ

ｐは下記の（１）式で表され、また外乱抑圧制御系を閉ループとしてトルク指令ｒから電
動機速度ｖまでの全体の閉ループ伝達関数ＧＣｌｏｓｅは下記の（２）式で表される。
　

　

　

　本実施形態の外乱抑圧制御系ループは、上記（２）式の閉ループ伝達関数ＧＣｌｏｓｅ

を適切に設定することで、多様な多慣性モデルを取り得る機械共振要素に対し広い周波数
帯域で抑圧制御が可能となる。この外乱抑圧制御系の低周波帯域での特性を説明するため
に、（２）式でｓ＝０を代入すると（Ｋｆ＝１とした）、ＧＬＯＯＰ（ｓ）＝１／Ｊｍｓ
となり、負荷慣性モーメントＪＬの影響が除去されて電動機単体の特性に制御できること
がわかる（低周波帯域であるから、ｇ（０）＝１、Ｐｉ（０）＝１、Ｒ（０）＝１となる
）。なお、この外乱抑圧制御系の高周波帯域での特性は後述する。
【００３２】
　ここで一般的な外乱オブザーバの構成について説明する。外乱オブザーバは、外乱のモ
デルを組み込んだ状態オブザーバで設計し、時間変化に対して外乱が一定と仮定した場合
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を０次外乱オブザーバと呼び、オブザーバの次数を低減するために、最小次元状態オブザ
ーバを用いる。また、状態方程式で記述される外乱オブザーバは、ノミナルモデルの逆シ
ステムとオブザーバの低域通過フィルタ（以下、等価低域通過フィルタという）とで表現
することができる。なお、０次外乱オブザーバでは、等価低域通過フィルタは１次の低域
通過フィルタであり、このフィルタの帯域が外乱オブザーバの周波数帯域となる。
【００３３】
　上記等価低域通過フィルタは外乱オブザーバの構成要素であり、フィルタの形が規定さ
れる。例えば、１次外乱オブザーバでは、分母２次、分子１次の低域通過フィルタとなり
、そのパラメータも任意ではなく外乱オブザーバの設計手法によって決まる。Ｎ次外乱オ
ブザーバを用いた外乱抑圧制御では、次数が高いほど外乱抑圧性能が高い。但し、外乱抑
圧性能を向上するために外乱オブザーバを広帯域にした場合、第１電流制御部の動特性（
主に低域通過特性や制御時間遅れ）の影響で外乱抑圧制御系の制御安定性が低下し、高周
波帯域の周波数特性にピークが出ること等に起因して、電動機から高周波の騒音が出る場
合がある。また、電動機により駆動する駆動機械には機械共振特性があるため、上記第１
電流制御部の動特性の影響で外乱抑圧制御系に機械共振の影響が出やすくなる場合がある
。このような課題を解決するべく、本実施形態における第１外乱オブザーバ３１は、電流
ループモデル４１と、共振抑制モデル４３と、等価低域通過フィルタ４２ａ，４２ｂとを
有している。
【００３４】
　外乱抑圧制御に利用する外乱オブザーバの設計においては、トルク指令と電動機速度と
を入力信号として使用する。実際には、トルク指令から電動機速度までの間には電流制御
部が存在する。速度制御系の応答周波数に対して電流制御の応答周波数は十分に高いため
、電流制御部の伝達関数を「１」として外乱オブザーバを設計することができる（ソフト
ウェア実装上、できるだけ低い次数の外乱オブザーバが求められる）。しかしながら、速
度ループの応答周波数を数十Ｈｚとし、電動機慣性モーメントに対する負荷慣性モーメン
トを３０倍程度とした場合の駆動機構の動作を補償しようとすると、外乱抑圧制御系には
高応答特性が要求される。この場合、高周波帯域まで駆動機構の動作を正確に推定する必
要があるため、外乱オブザーバの設計上で無視していた電流制御部のモデルを制御対象に
追加することが必要になる。
【００３５】
　電流ループモデル４１は、電流制御系ループの影響により機械共振のゲインが増大する
のを防ぐ機能を有する。つまり、図２に示すように入力された第２トルク指令に対し、近
似的に電流制御系ループの遅れを加味して電動機が発生したトルク信号を出力する。
【００３６】
　共振抑制モデル４３は、電動機２００の第１電動機速度に対してその周波数特性を制御
する周波数特性制御器の逆システム５１と、この周波数特性制御器の逆システム５１の出
力（電動機が駆動する負荷の加速度）に対して電動機２００の回転子の慣性モーメントＪ

０を乗算してさらに演算子ｓも合わせて乗算する（実質的に微分演算を行う）制御対象逆
モデル５２とを有しており、理想電動機の加減速トルク信号（ノミナルモデルで仮定した
理想的な電動機が加速減速に使ったトルク成分）を求める機能を有する。
【００３７】
　第１外乱オブザーバ３１全体の機能としては、電動機２００の第１電動機速度に基づい
て共振抑制モデル４３により求め、等価低域通過フィルタ４２ｂを通過した理想電動機の
加減速トルク信号を、電流ループモデル４１および等価低域通過フィルタ４２ａを通過し
たトルク指令から減算器４４で減算して外乱トルクを推定する。そして、時定数Ｔで設定
された高調波雑音を除去する低域通過フィルタ３２と所定のゲインを有するゲイン乗算器
３３によって、推定外乱トルクが適宜調整されて出力される。なお、等価低域通過フィル
タ４２ａ，ｂは、第１外乱オブザーバ３１の周波数帯域を決めるフィルタとして機能する
。
【００３８】
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　なお、共振抑制モデル４３においては、本来図示したように、周波数特性制御器の逆シ
ステム５１と、慣性モーメントＪ０を乗算する乗算器と、演算子ｓを実現する微分器を有
する。この演算子ｓで実現する微分器は進み要素となるため、デジタル回路及びソフトウ
ェア上へはそのままでは実装できない。この場合、共振抑制モデル４３と等価低域通過フ
ィルタ４２ａ，４２ｂと組み合わせることで、演算子ｓの分母の次数と分子の次数とが同
じに出来る。この等価低域通過フィルタ４２ａ，４２ｂは、例えば２次フィルタを用いれ
ばよい。周波数特性制御器の逆システム５１については、後に詳しく説明する。
【００３９】
＜第１位相補償部の構成＞
　図４において、第１位相補償部７は、制御対象モデル６１と、低域通過フィルタ６２と
、制御器６３とを有している。この第１位相補償部７は、第１トルク指令を制御対象モデ
ル６１に入力し、その出力を低域通過フィルタ６２に通して位相補償信号を生成し、これ
を減算器６４で電動機２００の第１電動機速度から減算した偏差を制御器６３に通し、こ
れを第１トルク指令を入力している加算器６５にフィードバックする。このうち制御対象
モデル６１が出力した信号を、当該第１位相補償部７が新たな速度フィードバック信号と
して第２電動機速度を出力する。なお、低域通過フィルタ６２が、各請求項記載の第１低
域通過フィルタに相当する。
【００４０】
　そして図１に示したように、位置制御部１が出力した速度指令と、第１位相補償部７が
出力した第２電動機速度との偏差を速度制御部２に入力することで、本実施形態における
速度制御系ループが構成される。この第１位相補償部７は、電動機２００の電動機速度を
推定するとともに位相を進める位相補償速度オブザーバとして機能するため、速度制御系
ループにおける位相を進めることで位置制御系ループの位相余裕を改善できる。このため
応答が安定化し、慣性変動範囲を広げることができる。
【００４１】
　しかし、速度制御部２中の速度ループゲイン（特に図示せず）を上げた場合には、第１
位相補償部７で補償すべき位相にずれが生じるため、振動が発生するようになる。そのた
め、第１位相補償部７の補償する位相を速度制御部２中の速度ループゲインに応じて再調
整する必要がある。
【００４２】
　例えば、上記図４に示した速度オブザーバで位相補償を行う本実施形態の場合、速度オ
ブザーバの低域通過フィルタ６２の時定数を調整することで補償する位相の量を設定でき
る。そこで、シミュレーションや実機試験により、速度制御部２中の速度ループゲインの
変化に対応して低域通過フィルタ６２の時定数が最適となる値をグラフに逐次プロットし
（特に図示せず）、それら実測データのプロットを補間する近似式を求める。
【００４３】
　例えば、本実施形態のように上記図２に示したような外乱オブザーバを用いる場合、速
度オブザーバの低域通過フィルタ時定数ＴＬＰＦは、ＴＬＰＦ＝ａ×Ｋｖ＋ｂのような速
度ループゲインＫｖの１次関数で近似式を決定することができる。なお、ＴＬＰＦ＝ａ×
Ｋｖ

２＋ｂ×Ｋｖ＋ｃの２次関数で近似することができるものも用いることができる。速
度ループゲインＫｖを独立変数とする多項式で表現したこれら近似式を使用することで、
例えば、速度制御部２中の速度ループゲインＫｖを変更した場合に、上記関数によって速
度オブザーバである第１位相補償部７の低域通過フィルタ６２の時定数ＴＬＰＦを適切に
変更することができ、位相の補償値を自動的に再調整することが可能となる。
【００４４】
　以上の構成を有する本実施形態において最も特徴としている点は、電動機２００により
駆動する駆動機構５００に対して共振抑制ノミナルモデルを設定し、第１外乱オブザーバ
３１の共振抑制モデル４３（共振抑制ノミナルモデルの逆システムに相当）に備えられた
周波数特性制御器の逆システム５１が、電動機２００及び駆動機構５００における機械共
振に起因した振動の発生を抑制するよう周波数特性を制御する点である。
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【００４５】
　ここでまず、駆動機構５００の機械共振の特性を表現する多慣性モデルについて図５を
用いて説明する。
【００４６】
＜多慣性モデルとその周波数特性＞
　本実施形態における多慣性モデルとは、駆動機構５００中に備えられる慣性要素の数と
それらの間の弾性要素による連結構成によって抽象化された分類であり、駆動機構５００
の構成によって多様な慣性モデルが存在する。例えば、図示する回転型モータの電動機２
０１の場合には、その出力軸から先に連結される駆動機構５００として質量ｍ１の剛性回
転板５０１だけが固定されている場合、当該駆動機構５００の慣性モデルは剛体モデルと
なる。この剛体モデルは、駆動機構５００が１つの慣性要素だけで構成され、弾性要素は
備えない。
【００４７】
　そして例えば、この剛性回転板５０１の外周に巻き付けた帯部材５０２で質量ｍ２の錘
５０３を吊り下げた場合、この駆動機構５００は２慣性モデルとなる。つまり、剛性回転
板５０１（ｍ１）と錘５０３（ｍ２）がそれぞれ慣性要素となり、それらの間を弾性要素
である帯部材５０２（ｋ１）が連結して２慣性モデルを構成している。
【００４８】
　また例えば、回転型モータ２０１の出力軸にカップリング５０４を介してボールネジ５
０５を連結し、このボールネジ５０５で送り台５０６を直動させる駆動機構５００は３慣
性モデルとなる。つまり、カップリングの入力側の部材５０４ａ（ｍ１）と、カップリン
グの出力側の部材５０４ｂを含めたボールネジ５０５（ｍ２）と、送り台５０６（ｍ３）
とがそれぞれ慣性要素となり、カップリング５０４中の連結部（ｋ１）と、ボールネジ５
０と送り台５０６との間の転動機構（ｋ２）がそれぞれ弾性要素として機能して３慣性モ
デルを構成する。
【００４９】
　本実施形態においては、このように慣性要素と弾性要素が交互の配置で直列に連結した
構成のモデルだけを扱うものとし、「ｎ慣性モデル」とは慣性要素をｎ個備えるものをい
う。また、本実施形態における慣性モーメント比とは、同図に示すように、電動機２００
の出力軸も含めた回転子の慣性モーメントＪ０に対する、駆動機構５００全体の慣性モー
メントＪＬの比ＪＬ／Ｊ０をいう。そして駆動機構５００の構成や利用形態によっては、
当該駆動機能の慣性モデル及び慣性モーメント比が変動する場合がある。例えば、図示す
る３慣性モデルの送り台上に慣性要素と弾性要素とを有する移動対象物が載置される場合
などが考えられる。
【００５０】
　図６に示すように、ボード線図のゲイン特性においては、上記のｎ慣性モデルは、それ
ぞれ頂点と底点をｎ個ずつ有する特性曲線を描く。各頂点は共振点であり、各底点は反共
振点となる。剛体モデルの場合は、頂点（共振点）、底点（反共振点）を持たずに緩やか
にゲインが減少する特性曲線を描く。また、慣性モーメント比が大きいほど低いゲイン特
性となる（グラフが下方へ移動する）。
【００５１】
　位相特性においては、ｎ慣性モデルは、ｎ－１箇所の位相進み領域を有する特性曲線を
描く。上記のゲイン特性における反共振点から共振点へ向かう間の周波数帯域において、
位相特性が進む。剛体モデルの場合は、どの慣性モーメント比でも全ての周波数帯域にお
いて－９０°の位相を維持する。
【００５２】
　なお、ゲイン特性及び位相特性のいずれにおいても、各慣性要素の質量と各弾性要素の
弾性係数のそれぞれ設定によって同じｎ慣性モデルでも特性曲線が変化するが、上述した
曲線の特徴は共通して変わらない。
【００５３】
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　以上のような各慣性モデルの特性に対して、本実施形態における共振抑制ノミナルモデ
ルは、図中に示すように慣性モーメント比が０倍の剛体モデル（つまり弾性要素を備えな
い状態）の特性に近く、ゲイン特性では中周波及び高周波の帯域でやや高めとなり、位相
特性では中央の帯域で少し位相が進む特性曲線を描くよう設定されている。
【００５４】
　本実施形態は、このような特性の共振抑制ノミナルモデルを任意に設定し、第１外乱オ
ブザーバが、設定した共振抑制ノミナルモデルの逆システムである共振抑制モデル４３を
備えていることにより、駆動機構５００における機械共振に起因した振動の発生を抑制す
ることができる。以下、この機械共振抑制の原理について説明する。
【００５５】
＜本実施形態における機械共振抑制の原理＞
　まず、上述したように従来の外乱オブザーバの設計において、ノミナルモデルは剛体モ
デルを想定する。この設計手法では、ノミナルモデルを剛体モデルとすることで外乱オブ
ザーバにおける演算子ｓの次数を最小限にして、実装を容易にする。しかし、実際の駆動
機構５００では２慣性以上の多慣性モデルで構成される場合が多く、ノミナルモデルが剛
体モデルでの設計では、実際の機械共振特性により発振しやすいという問題がある。この
問題の対策としては、慣性変動抑制部３を含む外乱抑圧制御系のループ内にノッチフィル
タや低域通過フィルタを追加することで、機械共振特性を低下して外乱抑圧制御系を安定
化することが考えられる。しかしこの場合には、ノッチフィルタによる位相遅れや低域通
過フィルタによるゲイン低下により、外乱抑圧性能が低下することで、慣性モーメント比
変動に対するロバスト性が低下してしまう。
【００５６】
　そこで、ノッチフィルタや低域通過フィルタを使わずに実際の機械共振の影響を低減す
る解決策として、本実施形態では、原点に立ち返り、機械共振特性があるとなぜ外乱抑圧
制御系が発振するかを、制御系の解析的な計算や計算機シミュレーションにより詳細な理
論検討してみた結果、図７に示す新しい事実がわかった。
【００５７】
　＜事実１＞外乱抑圧制御は、制御対象の特性がノミナルモデルに一致するように制御す
る手法である。本実施形態では、図７の低周波帯域のように制御対象のゲイン特性（一点
鎖線）がノミナルモデル（実線）よりも低くなるように制御パラメータを設定する。この
場合、外乱抑圧制御は正帰還でゲインを持ち上げるように作用するが、（１）式で示した
一巡伝達特性ＧＬｏｏｐが１未満となるよう設計しているので、正帰還であっても安定で
ある。したがって、ノミナルモデルよりも低い部分で制御対象のゲイン特性や位相特性が
複雑に変動しても、（１）式で示した一巡伝達関数ＧＬｏｏｐが１未満のため常に安定で
あることがわかった。
【００５８】
　＜事実２＞これに対し、図７の高周波帯域のように、機械共振の頂点部分がノミナルモ
デルより上部に出ている場合は、外乱抑圧制御は負帰還でゲイン特性を低減するように動
作する。ノミナルモデルより上部の曲線では、（１）式で示した一巡伝達特性ＧＬｏｏｐ

が１以上となる。高周波帯域ではもともと制御系の位相遅れが大きいことに加え、機械共
振特性で位相が大きく変化するので、（１）式で示した一巡伝達特性ＧＬｏｏｐが１以上
となる適当な周波数で制御系が不安定となり、発振してしまう。これが制御対象の機械共
振特性で外乱抑圧制御系が発振する原因である。
【００５９】
　機械共振特性を含む制御対象に対して外乱抑圧制御系を安定に動作させるには、すべて
の周波数帯域で前述の＜事実１＞の条件を満たせばよいことがわかる。この点は従来のよ
うに単純にフィルタで帯域制限する手法とは異なる新しい考え方である。本実施形態では
これを実現する手法として、図８に示すようにノミナルモデルを変形した共振抑制ノミナ
ルモデルを設定する。つまり、周波数ｆ１とｆ２でノミナルモデルの傾きを変えた共振抑
制ノミナルモデルとすることで、機械共振特性を共振抑制ノミナルモデルよりも低いゲイ
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ンにできる。機械共振特性の頂点を挟むよう周波数ｆ１とｆ２を適切に選ぶことで、機械
共振特性が変動しても制御系は常に安定にできる。またこの手法は、ノミナルモデルを変
形するだけであり、制御系に余分な遅れが生じないため外乱抑圧制御系のロバスト性能を
維持できる。本実施形態の共振抑制ノミナルモデルがこのようなゲイン特性を有するには
、共振抑制ノミナルモデルは、周波数特性制御器（１＋Ｔ１ｓ）／（１＋Ｔ２ｓ）と、制
御対象の機械剛体系モデル１／Ｊ０ｓ（例えば、慣性モーメントは電動機単体の慣性モー
メントＪｍとすればよい（Ｊ０＝Ｊｍ））とを有するように構成する。
【００６０】
　更に、共振抑制モデルにおいては、周波数特性制御器の逆システム（１＋Ｔ２ｓ）／（
１＋Ｔ１ｓ）と、上記制御対象の機械剛体系モデルの逆システムであり機械剛体系の逆シ
ステムＪ０ｓを積算するように構成する。
【００６１】
　しかしながら以上の手法は、共振抑制ノミナルモデルのゲイン特性の変更だけで解決で
きる理想的な場合に限られる。実際の制御対象では、共振抑制ノミナルモデルをどのよう
に設計しても、上記図６のゲイン特性図に示すようにいくつかの機械共振特性の頂点が狭
い帯域で共振抑制ノミナルモデルより上部に超えてしまう場合がある。
【００６２】
　一方、前述したように、機械共振が発生する条件とは、ゲイン特性と位相特性の両方で
同時に余裕が低くなる場合であり、つまり慣性変動抑制部３を含む外乱抑圧制御系ループ
における（１）式で示した一巡伝達特性ＧＬｏｏｐの位相が－１８０°に達してかつゲイ
ンが１を超えて大きくなったために振動が発振した場合である。そこで共振抑制ノミナル
モデルとしては、どちらか一方の特性に対して全ての周波数帯域で完全に余裕を持たせる
よう設計することは難しい。しかし、できるだけゲインと位相の両方同時に余裕を持たせ
るようにすることで、一部の周波数帯域で局所的に一方の余裕が低くなっても他方で十分
な余裕を確保する設計は可能である。
【００６３】
＜共振抑制ノミナルモデルの設計例とその安定性＞
　そこで本実施形態の共振抑制モデル４３が備える周波数特性制御器の逆システム５１は
、上記（１）式で示した外乱抑圧制御系ループにおける一巡伝達特性ＧＬｏｏｐを低周波
帯域で位相を－１８０度でゲインは１未満に、高周波帯域でゲイン１以上の周波数領域で
は位相は－１８０度以外（位相を－１８０°より大きくあるいは小さく）に維持可能に制
御する。本実施形態における周波数特性制御器の逆システム５１の具体的な例としては、
上記図２に示したように伝達関数表現で（１＋Ｔ２ｓ）／（１＋Ｔ１ｓ）と表記される構
成となり、このうちの２つの時定数Ｔ１，Ｔ２を、制御対象となり得るあらゆる駆動機構
５００を想定してあらかじめ適宜設定すればよい。
【００６４】
　例えば上記図８の場合においては、周波数特性制御器の逆システム５１（（１＋Ｔ２ｓ
）／（１＋Ｔ１ｓ））の２つの時定数Ｔ１，Ｔ２は、Ｔ１＝１／２πｆ１、Ｔ２＝１／２
πｆ２に設定される。また、ｆ１とｆ２の間の幅を広く設定することで、機械共振周波数
が変化してもある程度は対応でき、多様な多慣性モデルの制御対象にも対応可能となる。
このようにして、周波数特性制御器の逆システム５１が有する時定数Ｔ１，Ｔ２は、剛体
のノミナルモデルを基本形としてその周波数特性のゲインの変化率を変更させる複数の周
波数設定値ｆ１，ｆ２で決定されるものである。なお、共振抑制ノミナルモデルのゲイン
特性が制御対象のゲイン特性より高すぎる場合には、一巡伝達特性ＧＬｏｏｐが不安定に
なる可能性もあるため、どの周波数帯域でも適宜の高低差（フィードバック量）を維持で
きるようゲイン特性を設定する。
【００６５】
　この周波数特性制御器を備えた共振抑制ノミナルモデルの周波数特性は上記図６に示し
た通りである。この図６において、ゲイン特性図ではいくつかの機械共振特性の頂点が共
振抑制ノミナルモデルより上部に超えてゲイン余裕を損なわせているものの、対応する帯
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域での位相特性においては共振抑制ノミナルモデルの位相特性が大きく進んでおり位相余
裕の分で補償している。このような設計の周波数特性制御器の逆システム５１を備えた共
振抑制モデル４３を用いて外乱トルクを推定することで、どのような多慣性モデルに対し
ても総合的なゲイン余裕及び位相余裕を確保して機械共振の発生を抑制できる。
【００６６】
　このような本実施形態が備える外乱抑圧制御系ループの安定性の判別を、図９～図１４
のナイキスト線図で示す。なお、これら図９、図１１、図１３は、上記（２）式に示す閉
ループ伝達関数ＧＣｌｏｓｅの安定性を、上記（１）式で示した開ループ伝達関数の周波
数特性の複素平面で極座標表示したナイキスト線図であり、図１０、図１２、図１４は、
それぞれ上記図９、図１１、図１３中の基準座標（Ｘ＝－１、Ｙ＝０；－１＋ｊ０）の近
傍部分を拡大して示している。２慣性モデルに適用した図９、図１０の場合には、ベクト
ル軌跡が負の実軸と（Ｘ＝－０．９９７、Ｙ＝０）の座標で交差しており、角周波数ωが
増加する軌跡の進行方向から見て上記基準座標が左側に位置している。これにより当該２
慣性モデルに適用した閉ループ伝達関数ＧＣｌｏｓｅのフィードバック制御系は安定であ
ることが分かる。同様にして３慣性モデルに適用した図１１、図１２、及び４慣性モデル
に適用した図１３、図１４のそれぞれの場合でも、外乱抑圧制御系の制御ループが安定で
あることが分かる。これら図９～図１４のナイキスト線図を描いたフィードバック制御系
は、いずれも同じ制御パラメータに設定された同一のシステムであり、すなわち個別の調
整を必要とせずに２～４慣性モデルのいずれに対しても安定性を確保できることがわかる
。
【００６７】
　これに対し、図１５～図２０は、従来の外乱抑圧制御系のナイキスト線図である。２慣
性モデルを適用した図１５、図１６と４慣性モデルを適用した図１９と図２０の場合では
安定である。しかし、３慣性モデルを適用した図１７、図１８の場合ではベクトル軌跡が
上記基準座標を囲むよう描いており、この外側のベクトル軌跡では、角周波数ωが増加す
る軌跡の進行方向で見て上記基準座標が右側に位置している。これにより当該３慣性モデ
ルに適用した従来の外乱抑圧制御系ループは不安定となって発振することが分かる。
【００６８】
　このように、本実施形態の第１外乱オブザーバ３１及びその内部に備える共振抑制モデ
ル４３は、従来にはない新しい構成を備え、機械共振に起因する振動の発生を抑制する機
能を有する。
【００６９】
＜本実施形態の外乱抑圧性能の実証データ＞
　以下、本実施形態の電動機制御装置１００の有効性を、図２１～図２６の具体的なステ
ップ応答データを参照して示す。なお、図中の「Ｐｏｓｉｔｉｏｎ　Ｅｒｒｏｒ」は、図
示しない上位制御装置からの位置指令と位置検出部５からの電動機位置との間の偏差であ
り、位置制御部１に直接入力される信号である（上記図１中のＡ参照；以下同様）。また
、図中の「Ｓｐｅｅｄ」は、電動機制御装置１００が入力する位置指令の速度成分（位置
指令の微分値）、および速度演算部６が出力する第１電動機速度である（以下同様）。ま
た、図中の「Ｔｏｒｑｕｅ」は、慣性変動抑制部３が出力して第１電流制御部４に入力さ
れる直前の第２トルク指令である（上記図１中のＢ参照；以下同様）。２慣性モデルを適
用した場合の従来比較例の図２１と本実施形態の図２２との比較ではあまり目立たないが
、他の３慣性モデルを適用した場合の図２３と図２４との比較、４慣性モデルを適用した
場合の図２５と図２６との比較では、電動機速度とトルク指令において本実施形態による
変動抑制効果が顕著に表れており、すなわち機械共振に対するロバスト性が向上している
ことが確認できる。
【００７０】
　次に、図２７～図３０は慣性モーメント比別で従来比較例と本実施形態のシミュレーシ
ョン結果を比較した図であり、いずれも剛体モデルを適用した場合を示している。これら
からも分かるように、慣性モーメント比の大小に関係なく本実施形態によるトルク指令の
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変動抑制効果が表れており、すなわち本実施形態においても慣性モーメント比に対するロ
バスト性が維持されていることが確認できる。
【００７１】
　また、図３１は大きい慣性モーメント比の剛体モデルを適用した場合に、標準Ｐ－ＰＩ
制御を行うにあたって理想とされる波形を示しており、図３２は同じ条件での本実施形態
のシミュレーション結果を表した図（上記図３０と同一）である。両図を比較して特に破
線円で囲んだ波形が前記理想とされる波形に近似していることから、本実施形態は標準Ｐ
－ＰＩ制御への適用に好適であることが確認できる。
【００７２】
＜本実施形態の効果＞
　以上説明したように、本実施形態の電動機制御装置１００によれば、位置制御系ループ
と、速度制御系ループと、電流制御系ループの３重ループ構成となっている。このうち、
速度制御系ループにおいて、慣性変動抑制部３が第１外乱オブザーバ３１を用いて推定し
た電動機２００の外乱トルクを、第１トルク指令に加算して第２トルク指令を出力する。
これにより、駆動機構５００の慣性モーメント比が未知である場合や変動する場合に対し
ても、電動機２００の制御特性におけるロバスト性を確保できる。
【００７３】
　また、速度制御系ループ内に設けた第１位相補償部７が、速度を推定するとともに位相
を進める位相補償速度オブザーバとして機能することにより、速度制御系の位相を進めて
位置制御系の位相余裕を改善することができ、慣性変動抑制部３の応答特性が向上する。
つまり、駆動機構５００の慣性モーメント比に対するロバスト性を向上している。
【００７４】
　さらに本実施形態においては、上記慣性変動抑制部３において外乱トルクを推定する第
１外乱オブザーバ３１が、電動機２００の第１電動機速度に対応して駆動機構５００の機
械共振の影響を抑制した理想電動機の加減速トルク信号を出力する共振抑制モデル４３を
備えている。第１外乱オブザーバ３１が、この理想電動機の加減速トルク信号を利用して
外乱トルクを推定することで、結果的に慣性変動抑制部３は、駆動機構５００の機械共振
に起因する振動を生じることなく駆動機構の慣性モーメントの変動を抑制する。つまり、
駆動機構５００の慣性モデルが未知である場合や変動する場合に対しても、電動機２００
の制御特性におけるロバスト性を確保できる。
【００７５】
　このように、本実施形態によれば、駆動機構５００における慣性モーメント及び多慣性
モデルのいずれも未知もしくは変動し得る場合でも、各種パラメータを調整することなく
ロバスト性の高い電動機２００の駆動制御が可能となる。
【００７６】
　これにより、従来では不可能とされていた機械共振特性を含んだ駆動機構５００でロバ
スト性能を維持することが可能となった。また、従来の外乱抑圧制御系が弱点としていた
機械共振の低耐性（発振のしやすさ）を大きく改善することが可能となった。
【００７７】
　適切な設計により共振抑制モデル４３を固定化できるので、固定した制御系と固定した
パラメータで、複雑な機械共振特性の制御対象も無調整で動作できる。従来の電動機制御
装置は駆動機構５００の機械特性に応じて個別に制御ゲインを調整して（手動・自動含め
）、初めて動作が可能となっていた。つまり、従来の電動機制御装置は性能が高いが使い
づらく導入しにくいものとされていたが、本実施形態では電動機制御装置の利用を容易と
してその適用範囲を広げ、機械装置のセットアップ時間を大幅に短縮できるため、電動機
制御装置を利用する上で非常に有用である。
【００７８】
　また、この実施形態では特に、共振抑制モデル４３が本発明で提案する共振抑制ノミナ
ルモデルの逆システムである。この共振抑制ノミナルモデルは、剛体ノミナルモデルの周
波数特性のゲインの変化率を変更可能な複数の周波数設定値ｆ１、ｆ２で決定される複数
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の時定数Ｔ１、Ｔ２を有する周波数特性制御器（不図示、（１＋Ｔ１ｓ）／（１＋Ｔ２ｓ
））を有する。周波数特性制御器の複数の時定数を適切に設定することで、共振抑制ノミ
ナルモデルを、制御対象の機械共振特性を原型として共振抑制が可能な程度に変形させて
設計できる。これにより、共振抑制ノミナルモデル及び共振抑制モデル４３を、想定し得
る制御対象（電動機２００、駆動機構５００）に適切に対応させて設計できる。
【００７９】
　また、この実施形態では特に、複数の時定数Ｔ１、Ｔ２は、当該共振抑制ノミナルモデ
ルが、電動機２００及び駆動機構５００の機械共振特性に対して全ての周波数帯域で周波
数特性上のゲイン余裕及び位相余裕の少なくともいずれか一方を維持可能に制御するよう
設定される。
【００８０】
　周波数設定値ｆ１、ｆ２で決定される複数の時定数Ｔ１、Ｔ２を適切に設定することで
、剛体ノミナルモデルの傾きを変えた共振抑制ノミナルモデルを、制御対象の機械共振特
性よりも概略的に高いゲインにできる。さらに複数の時定数Ｔ１、Ｔ２を適切に設定する
ことで、ゲイン特性ではいくつかの機械共振特性の頂点が共振抑制ノミナルモデルより上
部に超えてゲイン余裕を損なわせた場合でも、対応する帯域での位相特性においては共振
抑制ノミナルモデルの位相特性が大きく進んで位相余裕の分で補償できる。このようにし
て、共振抑制ノミナルモデルが制御対象の機械共振特性に対して周波数特性上のゲイン余
裕及び位相余裕の少なくともいずれか一方を維持可能に制御するよう周波数特性制御器を
設計できる。そして、この周波数特性制御器を備えた共振抑制ノミナルモデルの逆システ
ムである共振抑制モデルを用いて外乱トルクを推定することで、どのような多慣性モデル
に対しても総合的なゲイン余裕及び位相余裕を確保して機械共振の抑制を実現できる。
【００８１】
　また、この実施形態では特に、第１外乱オブザーバ３１における共振抑制モデル４３は
、慣性変動抑制部３、第１電流制御部４、電動機２００、及び駆動機構５００を含む外乱
抑圧制御系ループにおける一巡伝達特性ＧＬｏｏｐ（上記（１）式）が、低周波数帯域で
位相を－１８０度でゲインを１未満に、高周波数帯域でゲイン１以上の周波数領域では位
相を－１８０度以外に維持可能に制御するよう複数の時定数Ｔ１、Ｔ２を設定した、周波
数特性制御器の逆システム５１（１＋Ｔ２ｓ）／（１＋Ｔ１ｓ）を有する。この周波数特
性制御器の逆システム５１は、電動機２００の電動機速度に対して周波数特性を制御する
。そして、速度相当の信号である周波数特性制御器の逆システム５１の出力を、慣性モー
メントＪ０の乗算と演算子ｓの微分とによりトルク相当の信号に換算することで、共振抑
制モデル４３が機械共振の影響を抑制した理想電動機の加減速トルク信号を出力できる。
【００８２】
　なお、慣性モーメントＪ０は当該電動機２００の回転子の慣性モーメントであるため、
駆動機構５００全体の負荷を外乱要素とみなせる。これにより電動機制御装置１００に対
して行うパラメータ調整（時定数、減衰係数、及び各種ゲインなどの調整）は、制御対象
として適用する各種の電動機２００にそれぞれ対応して工場出荷時に各パラメータを設定
するだけでよく、電動機２００が駆動する駆動機構５００に対してはパラメータ調整が不
要となる。そして、共振抑制ノミナルモデルの構成要素である周波数特性制御器（特に図
示せず）は変更可能な複数の周波数設定値ｆ１、ｆ２で決定される複数の時定数Ｔ１、Ｔ

２を有する（１＋Ｔ１ｓ）／（１＋Ｔ２ｓ）の関数で規定されているので、共振抑制ノミ
ナルモデルの逆システムである共振抑制モデルを用いた外乱抑圧制御系は、どのような多
慣性モデルに対しても総合的なゲイン余裕及び位相余裕を確保して機械共振を生じること
なく駆動機構の慣性モーメントの変動を抑制できる。
【００８３】
　また、この実施形態では特に、第１外乱オブザーバ３１が、電動機２００の第１電動機
速度に基づいて共振抑制モデル４３により求めた機械共振の影響を抑制した理想電動機の
加減速トルク信号を第２トルク指令から減算して外乱トルクを推定する。
【００８４】
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　また、この実施形態では特に、第１外乱オブザーバ３１中の電流ループモデル４１が第
１電流制御部４と同等に第２トルク指令を処理することで、共振抑制モデル４３が求めた
理想電動機の加減速トルク信号（電動機速度から演算したトルク信号）と電流ループモデ
ルが出力するトルク信号（指令としてのトルク信号）との位相差を小さくできるため、外
乱トルクを正確に推定でき、慣性変動抑制部３の応答特性が向上する。これにより、速度
制御系ループにおける応答周波数を高周波帯域まで向上でき、さらに大きな慣性モーメン
ト比にも対応できる。つまり、駆動機構５００の慣性モーメント比に対するロバスト性を
向上できる。
【００８５】
　なお、本発明は、上記実施形態に限られるものではなく、その趣旨及び技術的思想を逸
脱しない範囲内で種々の変形が可能である。以下、そのような変形例を順を追って説明す
る。
【００８６】
（１）位相進めフィルタとしての第２位相補償部を設ける場合
　上記実施形態においては、第１位相補償部７を設けることで速度制御系の位相を進めて
位置制御系の位相余裕を改善していたが、さらに特定の周波数帯域だけ位相を進める第２
位相補償部を設けることで位置制御系の位相余裕をより改善できる。
【００８７】
　上記実施形態の図１に対応する図３３において、この第１変形例の電動機制御装置１０
０Ａでは、位置制御部１と減算器９との間に新たに第２位相補償部１１を設けている。つ
まり第２位相補償部１１は、位置制御部１が出力する第１速度指令を入力して特定の周波
数帯域だけ位相を進め、第２速度指令を減算器９に対して出力する。
【００８８】
　第２位相補償部１１は、例えば図３４に示すように、低域通過フィルタ７１と高域通過
フィルタ７２を併設し、それぞれの出力を加算器７３で加算して出力する構成の、位相進
めフィルタを用いた制御ブロックとすればよい。
【００８９】
　位相進めフィルタの伝達関数Ｇ（ｓ）は（３）式で表され、低域通過フィルタの時定数
ＴＬと高域通過フィルタの時定数ＴＨの関係が、１／ＴＨ＜１／ＴＬの条件となるように
各時定数を調整する、すなわち低域通過フィルタの遮断周波数ω１（＝１／ＴＬ）と高域
通過フィルタの遮断周波数ω２（＝１／ＴＨ）の関係がω２＜ω１となるように各遮断周
波数を調整することにより位相遅れを改善できる。逆の条件であれば、位相遅れフィルタ
となり位相進め効果がなくなってしまう。
　　Ｇ（ｓ）＝（１＋ｓＴＨ）／（１＋ｓＴＬ）
＝１／（１＋ｓＴＬ）＋ｓＴＨ／（１＋ｓＴＬ）
＝ωＬ／（ωＬ＋ｓ）＋ＴＨωＬｓ／（ωＬ＋ｓ）　・・・（３）
また、位相進めフィルタの構成として、次式（４）のように書くことも可能である。
　　Ｇ（ｓ）＝ωＬ／（ωＬ＋ｓ）＋ＴＬωＨｓ／（ωＨ＋ｓ）　・・・（４）
　このとき、低域通過フィルタ７１の遮断周波数を高域通過フィルタ７２の遮断周波数よ
り大きくすることで位相進めフィルタとなる。
【００９０】
　位置制御部１からの第１速度指令を低域通過フィルタ７１と高域通過フィルタ７２にそ
れぞれ入力し、それらの出力を加算器７３で加算して第２速度指令として出力する。低域
通過フィルタ７１だけでは位相が進まず、高域通過フィルタ７２だけでは必要のない低周
波数帯まで位相が進んでしまい、また高域通過フィルタ７２では、本来、速度ループゲイ
ンや速度積分で補償される低周波数帯のゲインが下がってしまう。しかし第２位相補償部
１１を図示するように構成することで、所望する特定の周波数帯だけ位相を進める位相進
めフィルタとして機能する。なお、低域通過フィルタ７１が、各請求項記載の第２低域通
過フィルタに相当する。
【００９１】
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　また、速度制御部２中の速度ループゲイン（特に図示せず）を上げた場合には、第２位
相補償部１１で補償すべき位相にずれが生じるため、振動が発生するようになる。これに
対して、この第２位相補償部１１においては、速度制御部２中の速度ループゲインに応じ
て低域通過フィルタ７１と高域通過フィルタ７２の遮断周波数を変更すればよい。そこで
、シミュレーションや実機試験により、速度制御部２中の速度ループゲインの変化に対応
して低域通過フィルタ７１と高域通過フィルタ７２の遮断周波数が最適となる値をグラフ
に逐次プロットし（特に図示せず）、それら実測データのプロットを補間する近似式を求
める。
【００９２】
　例えば本変形例のように上記図２に示したような外乱オブザーバを用いる場合、高域通
過フィルタ７２の遮断周波数は固定しておき、低域通過フィルタ６２の遮断周波数ｆｃは
、ｆｃ＝ａ×Ｋｖ

２＋ｂ×Ｋｖ＋ｃのような速度ループゲインＫｖの２次関数で近似式を
決定することができる。なお、ｆｃ＝ａ×Ｋｖ＋ｂの１次関数で近似することができるも
のも用いることができる。また、低域通過フィルタ６２の遮断周波数を固定しておき、高
域通過フィルタ７２の遮断周波数ｆｃも同様に速度ループゲインＫＶの２次関数や１次関
数で遮断周波数を近似できる。速度ループゲインＫｖを独立変数とする多項式で表現した
これら近似式を使用することで、例えば、速度制御部２中の速度ループゲインＫｖを変更
した場合に、上記関数によって速度オブザーバである第２位相補償部１１の低域通過フィ
ルタ７１あるいは高域通過フィルタ７２の遮断周波数を適切に変更することができ、位相
の補償値を自動的に再調整することが可能となる。すなわち、速度ループゲインＫｖを独
立変数とする多項式で表現した近似式を使用して、第２位相補償部１１の低域通過フィル
タ７１あるいは高域通過フィルタ７２の遮断周波数を適切に変更することで、位相の補償
値を自動的に再調整することが可能となる。
【００９３】
　図３５、図３６、図３７は、それぞれ上記実施形態における図２２、図２４、図２６に
対応するデータ図であり、これらからも分かるように図２１、図２３、図２５の従来比較
例と比較して本変形例においても変動抑制効果が顕著に表れており、すなわちいずれの慣
性モデルにおいても機械共振に対するロバスト性が向上していることが確認できる。
【００９４】
　図３８～図４３は、慣性モーメント比別で従来比較例と本変形例の実験結果を比較した
図であり、位置決め動作を行うため、位置指令を連続的に変化させた場合を示している。
これらからも分かるように、図３８、図４０、図４２の従来比較例では慣性モーメント比
が大きくなるに従ってトルク指令が振動しやすくなることに対し、図３９、図４１、図４
３の本変形例では慣性モーメント比の大小に関係なくトルク指令の変動を抑制して非常に
安定している。すなわち、本変形例においては慣性モーメント比に対するロバスト性が高
いことが確認できる。
【００９５】
　以上説明したように、本変形例の電動機制御装置１００Ａによれば、位置制御系ループ
内に設けた第２位相補償部１１が位相進めフィルタとして機能することにより、位置制御
系の位相余裕を改善することができ、慣性変動抑制部３の応答特性が向上する。つまり、
駆動機構５００の慣性モーメント比に対するロバスト性を向上できる。
【００９６】
　上記実施形態においては、第１外乱オブザーバ３１内に設けた電流ループモデル４１で
トルク指令に対する電流ループの遅れを小さくしていたが、本発明はこれに限られない。
他にも、特に図示しないが、電流制御部の内部に位相補償電流オブザーバを設けて電流ル
ープの遅れを小さくすることにより、慣性変動抑制部３の応答特性を向上させてもよい。
【００９７】
（２）外乱オブザーバ内に電流ループ逆モデルを設ける場合
　図４４において、第２外乱オブザーバ３１Ａと上記図２の第１外乱オブザーバ３１との
違いは、電流ループモデル４１（破線枠部分）を設けずにその代わりに共振抑制モデル４
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３の出力側に電流ループ逆モデル４１Ａを設けている点である。ここで、この電流ループ
逆モデル４１Ａは、上記電流ループモデル４１の逆システムであり、例えば伝達関数の分
母と分子を逆転すると、分子の演算子ｓの次数が分母の次数よりも高くなってしまい実現
できない。実装の都合上これに対処するために、特に図示しないが、第２外乱オブザーバ
３１Ａの外にある低域通過フィルタ３２を内部の減算器４４の入力側の２つの経路にそれ
ぞれ移動して、一方を電流ループ逆モデル４１Ａに乗算することで逆モデルの伝達関数の
分子の次数を低減させるようにしてもよい。この電流ループ逆モデル４１Ａは、共振抑制
モデル４３が出力する理想電動機の加減速トルク信号（電動機速度から演算したトルク信
号）の位相を進めることで、共振抑制モデル４３が求めた理想電動機の加減速トルク信号
（電動機速度から演算したトルク信号）と第２のトルク指令（指令としてのトルク信号）
との位相差を小さくできるため、外乱トルクを正確に推定できる。
【００９８】
　ここで、外乱抑圧制御系に高応答特性を要求する場合、外乱オブザーバの設計上で無視
していた電流制御部のモデルを制御対象に追加することが必要となることは前述した通り
である。しかしながら、この場合には外乱オブザーバの次数が極めて大きくなりソフトウ
エア実装上現実的でなくなる。仮にハードウエア資源を贅沢に使い電流制御部のモデルを
組み込んだ外乱オブザーバを設計できたとしても、低次数の外乱オブザーバと比べ外乱オ
ブザーバの制御帯域が狭くなるので慣性モーメント変動に対するロバスト性が低下してし
まい、結局ロバスト性拡大の目的が達成できない。
【００９９】
　この点を解決するためには、電流制御部の遅れを改善する必要がある。そこで、本変形
例では、電流ループモデル４１に位相進め補償の機能を持たせるようにする。実際の電流
制御系Ｐｉ（ｓ）に対して、電流ループ逆モデル４１ＡはＰｉ

－１（ｓ）とすることが理
想であったが、実際の電流制御系Ｐｉ（ｓ）が複雑であるため、単純な位相進め補償器と
して（１＋Ｔ４ｓ）／（１＋Ｔ３ｓ）とする。なお、進め補償であるから、Ｔ３＜Ｔ４と
なるよう時定数を選ぶ。これにより実際の電流制御系Ｐｉ（ｓ）の遅れが減少し、伝達関
数が理想形の「１」に近似するので、外乱オブザーバ内の電流ループ逆モデル４１Ａの伝
達関数を「１（×位相進め補償）」で近似しても実際の電流制御系Ｐｉ（ｓ）との誤差が
小さいため、外乱オブザーバを広帯域に設計でき、外乱抑圧制御系のロバスト性能を向上
できる。
【０１００】
　したがってこの場合の上記（１）式に相当する一巡伝達関数ＧＬｏｏｐは、
　

　　　　　　

となる。また、上記（２）式に相当する閉ループ伝達関数ＧＣｌｏｓｅは、
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となる。
【０１０１】
　図４５、図４６、図４７は、それぞれ上記実施形態における図２２、図２３、図２６に
対応するデータ図であり、これらからも分かるように図２１、図２３、図２５の従来比較
例と比較して本変形例においても変動抑制効果が顕著に表れており、すなわちいずれの慣
性モデルにおいても機械共振に対するロバスト性が向上していることが確認できる。なお
、本変形例では上記第１変形例と同様に第１位相補償部７と第２位相補償部１１の両方を
備えている場合としている。
【０１０２】
　図４８～図５３は、慣性モーメント比別で上記第１変形例と本変形例のシミュレーショ
ン結果を比較した図である。これらからも分かるように、慣性モーメント比が大きくなる
に従って、図４８、図５０、図５２の上記第１変形例よりも、図４９、図５１、図５３の
本変形例の方が電動機２００の電動機速度とトルク指令の変動を抑制できることが確認で
きる（特に破線円部分）。
【０１０３】
　以上説明したように、本変形例の電動機制御装置１００Ｂによれば、電流ループ逆モデ
ル４１Ａにより位相進め補償を行う。これにより、実際の電流制御系の遅れが減少し伝達
関数が理想形に近似するので、第２外乱オブザーバ３１Ａ内の電流ループの伝達関数を「
１」で近似しても実際の電流制御系との誤差が小さくなる。このため、第２外乱オブザー
バ３１Ａを広帯域に設計でき、慣性変動抑制部３の応答特性が向上する。つまり、駆動機
構５００の慣性モーメント比に対するロバスト性をさらに向上できる。
【０１０４】
　なお、上述した実施形態及び各変形例では、電動機２００が回転型モータである場合で
説明したが、本発明はこれに限られず、他にも直動型モータへの適用も可能である。その
場合には、トルクに関連する用語を推力に、慣性モーメントに関連する用語を慣性質量に
、ロータリエンコーダをリニアスケールに、積算回転位置を積算移動位置に、回転子を可
動子にそれぞれ置き換えればよい。
【０１０５】
　また、以上既に述べた以外にも、上記実施形態や各変形例による手法を適宜組み合わせ
て利用しても良い。
【０１０６】
　その他、一々例示はしないが、本発明は、その趣旨を逸脱しない範囲内において、種々
の変更が加えられて実施されるものである。
【符号の説明】
【０１０７】
　１　　　　　　　　位置制御部
　２　　　　　　　　速度制御部
　３　　　　　　　　慣性変動抑制部
　４　　　　　　　　第１電流制御部（トルク制御部、推力制御部）
　４Ａ　　　　　　　第２電流制御部（トルク制御部、推力制御部）
　５　　　　　　　　位置検出部
　６　　　　　　　　速度演算部
　７　　　　　　　　第１位相補償部
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　１１　　　　　　　第２位相補償部
　３１　　　　　　　第１外乱オブザーバ
　３１Ａ　　　　　　第２外乱オブザーバ
　３２　　　　　　　低域通過フィルタ
　３３　　　　　　　ゲイン
　４１　　　　　　　電流ループモデル
　４１Ａ　　　　　　電流ループ逆モデル
　４３　　　　　　　共振抑制モデル
　５１　　　　　　　周波数特性制御器の逆システム
　５２　　　　　　　制御対象逆モデル
　６２　　　　　　　低域通過フィルタ（第１低域通過フィルタ）
　７１　　　　　　　低域通過フィルタ（第２低域通過フィルタ）
　１００，１００Ａ　電動機制御装置
　２００　　　　　　電動機
　２０１　　　　　　回転型モータ
　５００　　　　　　駆動機構

【図１】 【図２】



(22) JP 5652678 B2 2015.1.14

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(23) JP 5652678 B2 2015.1.14

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(24) JP 5652678 B2 2015.1.14

【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】



(25) JP 5652678 B2 2015.1.14

【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】



(26) JP 5652678 B2 2015.1.14

【図１９】 【図２０】
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【図４９】 【図５０】



(34) JP 5652678 B2 2015.1.14
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